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修士論文要旨
１．研究背景と目的
　京都議定書削減目標の６％にあたる森林のCO2吸収量を
促進するために2008年、炭素クレジットの１つである森林
吸収系J-VERが誕生した。一方で山村地域に目を向ける
と、木材価格の低迷、林業従事者の高齢化と減少、そして
林業の基盤となる地域社会・コミュニティの衰退が顕著で
ある。そこで、本研究では大台町の森林吸収系J-VERの供
給可能量を算定し、それを山村と林業が抱える課題の解決
手段の一つとするための考察を行う。
２．研究対象地
　三重県の中南勢地域の南西部に位置する大台町を研究対
象地とした。面積は362.94km2と県内の自治体では最大で、
その内93％を森林が占めている。
３．調査法
　バイオマス調査を実施し、その観測結果を構築した森林
資源GISデータベース上で処理して、１年あたりの人工林
のCO2吸収量を算出した。また、地域の抱える問題点につ
いて聞き取り調査を行った。
４．調査結果
　バイオマス調査では幹の成長量、容積密度、拡大係数を
求めた。14プロットを対象として胸高直径・樹高・面積を
測定し、材積を算出した。データの不足分は大台町が計測
した23プロットの調査によるバイオマス算定結果（材積）
も加えて、そこから林齢を変数とした幹材積の成長関数を
作成した。
　容積密度は、乾燥重量に換算した値で、伐倒した年輪板
を、乾燥させて求めた。拡大係数は幹と枝・葉の比率で、伐
倒木からそれぞれの重量を求めた。地上部・地下部比は「京
都議定書３条３及び４の下でのLULUCF活動の補足情報
に関する報告書」値を参考にして算出した。スギ・ヒノキ
それぞれの係数は次の通りである（求めたスギの容積密度
と拡大係数をヒノキに用いた。）
　上記の結果と、GISデータの林齢、面積を用いて計算し
たところ、人工林のCO2吸収量は１年あたり約19万tであっ
た。仮にすべての人工林がJ-VERの対象となり、１tあたり
5000円で取引されたとすると、９億5000万円/年になる。そ
の他針葉樹と広葉樹についてもCO2吸収量を計算し加えた
ところ、大台町の民有林のCO2吸収量は１年あたり約22万t
となった。
５．考察とまとめ
　2008年と９年分の大台町の森林吸収系J-VERプロジェ
クトのクレジット2389t-CO2はすべて完売し、1500万円近
くの収益となっている。全国的に森林吸収系J-VERは販売
が進まないのに対し、大台町の販売が順調なのは、収益を
森林整備だけでなく山村活性化に使うことを意図したプロ
ジェクトを進めているからである。大台町は今後、森林吸
収系J-VER発行の拡大を検討すべきである。林業の課題解
決においては林道・作業道の開設、山村活性化においては
人々のつながりの希薄化、生活インフラの不足、産業の衰
退という現状において、住民の協力体制・グループ化の促
進、住民活動の支援が重要になってくるため、森林吸収系
J-VERの収益をこれらに還元することが考えられよう。
　注：０の平均距離が短いのは、道の近くに川、人家等手
入れが困難な林分が多く存在するためである。林道・作業
道を拡充すれば大台町における森林整備は促進されるが、
林内道路密度は三重県平均以下。
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図３：人工林の1990年以降の施業回数と道（作業道を含む）との距離
の関係（GISデータより分析した結果）
  容積密度 拡大係数 地上・地下部比 
スギ 0.344 1.254 0.25 
ヒノキ 0.344 1.254 0.26 
図２：人工林の林齢ごとの材積の成長関数
